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＜当資料の全体像＞

会社 支払先 会社 支払先

送付方法

支払先への送付要否 マイナンバーの提供を受ける際の「本人確認書類」の要否

「マイナンバー
提供のお願い」

送付用
封筒

返信用
封筒

Webで入力 郵送で返送

番号確認
書類

身元確認
書類

番号確認
書類

身元確認
書類

郵送
（推奨） ● ● ● ●

▲
(事前に身元確認済
みの場合：不要) ●

▲
(事前に身元確認済みで、

かつ「お願い」文書と
「通知カード」の氏名・住所

が一致の場合：不要)

対面で
手渡し

（推奨） ● － ● ●

▲
(事前に身元確認済
みの場合：不要) ●

▲
(事前に身元確認済みで、

かつ「お願い」文書と
「通知カード」の氏名・住所

が一致の場合：不要)

メール
送信

●
(PDFファイル)

－ － ●
▲

(事前に身元確認済
みの場合：不要)

－

●：必要、▲：原則必要だが条件付きで不要、－：不要（またはケースとして考えにくい）
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Ⅰ  支払先への「マイナンバー提供のお願い」の送付
１．「マイナンバー提供のお願い」の印刷

ｅ－ＴＡＸ法定調書（報酬・不動産マイナンバーオプション）では、次の
２種類の「マイナンバー提供のお願い」を印刷できます。

(1) インターネットのＵＲＬがある様式
（「Ｗｅｂ入力・郵送返送」様式）

(2) インターネットのＵＲＬがない様式
（「郵送返送」様式）

貴社の運用形態に合わせて、いずれかの様式をご利用ください。
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(1) 送付方法
次の３つが考えられます。

①郵送（推奨） ②対面での手渡し（推奨） ③メール

送付方法

支払先への送付要否

「マイナンバー提供のお願い」
（システムから出力）

送付用封筒
（貴社で準備）

返信用封筒
（貴社で準備）

郵送 ● ● ●
対面での手渡し ● ● ●

メール送信 ●
(PDFファイル)

－ －

(2) 送付にあたって必要と考えられるもの（ご準備いただくもの）

●：必要、－：不要（またはケースとして考えにくい）

Ⅰ  支払先への「マイナンバー提供のお願い」の送付
２．「マイナンバー提供のお願い」の送付
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(3) 貴社でご準備いただく封筒について
①送付用封筒

「マイナンバー提供のお願い」の氏名・住所の印字位置は、
一般的な「長形３号の窓空き封筒」の窓の位置に合わせています。
こちらをご用意いただくと、封筒に送付先を記載する手間が省けます。

120mm

235mm11mm

20mm

45mm

90mm

Ⅰ  支払先への「マイナンバー提供のお願い」の送付
２．「マイナンバー提供のお願い」の送付

＜システムで基準としている「長形３号の窓あき封筒」のサイズ＞



© TKC 2016 5

(3) 貴社でご準備いただく封筒について
②返送用封筒

1)支払先が郵送で返送するケースも想定し、返送用封筒を送付用と併せて
お渡しすることをおすすめします。

2)また、返送文書には、通知カード等の番号確認書類、写真付きの身分証明
書等の身元確認書類が添付されます。
そのため、簡易書留にする等、安全面に配慮したものをおすすめします。

Ⅰ  支払先への「マイナンバー提供のお願い」の送付
２．「マイナンバー提供のお願い」の送付

＜返送用封筒の例＞

簡
易
書
留

料金受取人払郵便

1
○局承認

東
京
都
揚
場
町
２
丁
目
１
番

株
式
会
社
○
○
○

総
務
部

山
田
花
子

行

162 8585－

「簡易書留」と記載する

「料金受取人払郵便」にする

※詳細は、最寄りの郵便局等にご確認ください。
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(4) 「マイナンバー提供のお願い」をメールで送信する場合
ｅ－ＴＡＸ法定調書（報酬・不動産マイナンバーオプション）では、

「マイナンバー提供のお願い」をＰＤＦファイルへ出力することができます。
当ＰＤＦファイルをメールに添付して、支払先へ送信します。

Ⅰ  支払先への「マイナンバー提供のお願い」の送付
２．「マイナンバー提供のお願い」の送付

＜ご注意＞
①メールで送信した場合、支払先からのマイナンバー提供は、Ｗｅｂ入力になると考えられます

（郵送での返送は考えにくいと思われます）。
しかしながら、「マイナンバー提供のお願い」の様式は、上述の２種類のみであり、

「Ｗｅｂ入力のみ（郵送返送なし）」の様式はありません。
そのため、「Ｗｅｂ入力・郵送返送」様式をご利用いただいた上で、メール本文で補足する

等の対応をご検討ください。

②仮に、支払先からのマイナンバーの提供をメール返信で受けた場合、マイナンバーは、
「ｅ－ＴＡＸ法定調書（報酬･不動産マイナンバーオプション）」に直接入力いただくことに
なります。

また、返信メール自体に、マイナンバーが含まれますので、お取り扱いに十分ご注意いただ
く必要があります。
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法定調書提出義務者である会社は、報酬等の支払先から個人番号の提供を受
ける場合に、本人確認として「①番号確認」と「②身元（実在）確認」の２つ
の確認が必要です。

本人確認方法は、番号法令(番号法、番号法施行令、番号法施行規則）および
番号法施行規則に基づく「国税関係手続きにおける個人番号利用事務実施者が
適当と認められる書類等」として国税庁告示で定められています。

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認

送付方法

マイナンバーの提供を受ける際の「本人確認書類」の要否

参照スライドWebで入力 郵送で返送

番号確認書類 身元確認書類 番号確認書類 身元確認書類

郵送
(推奨) ●

▲
(事前に身元確認済みの場合：不要) ●

▲
（事前に身元確認済みで、かつ

「お願い」文書と 「通知カード」の
氏名・住所が一致の場合：不要)

８～10
対面で
手渡し
(推奨)

●
▲

(事前に身元確認済みの場合：不要) ●
▲

（事前に身元確認済みで、かつ
「お願い」文書と 「通知カード」の

氏名・住所が一致の場合：不要)

メール
送信 ● ▲

(事前に身元確認済みの場合：不要)
－ 11～12

●：必要、▲：原則必要だが条件付きで不要、－：ケースとして考えにくい

＜ｅ－ＴＡＸ法定調書(報酬・不動産マイナンバーオプション）利用時の本人確認について＞
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(1)  返送：Ｗｅｂの場合
①番号確認書類：●（必要）

具体例：通知カード又は個人番号カード裏面 【告示9】

②身元確認書類：▲（原則必要だが、条件付きで省略可）
具体例：運転免許証、パスポート、個人番号カード表面【告示11－3】

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認
１．支払先へ「郵送」または「対面で手渡し」した場合

＜ 身元確認書類を省略できるケース（＝本人であることを確認している場合）＞

過去に、本人であることを確認している（番号法等で定めるものと同程度）支払先に限り、「マイナン

バー提供のお願い」に記載のＵＲＬへのアクセスにより、身元確認の要件を満たせます 【告示11-4】。

このような支払先は、身元確認書類を添付いただかなくても、マイナンバーの提供を受けられます。

→システムのＷｅｂ入力ページの内容は、「本人であることを確認していない支払先」を前提にしてい

ます。そのため、「本人であることを確認している支払先」に対して「マイナンバー提供のお願い」

を送付する際には、送付と併せて「身元確認書類の画像添付は不要である」旨をお伝えする等の運用を

ご検討ください。
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(2)  返送：郵送の場合
①番号確認書類：●（必要）

具体例：1)通知カード又は個人番号カード裏面の写し【法16】【規12】

2)住民票の写し、住民票記載事項証明書 【令12①】【規12】

②身元確認書類：▲（原則必要だが、条件付きで省略可）
具体例：1)個人番号カード表面【法16】【規12】

2)運転免許証、パスポート等【規1①】【規12】

＜ 身元確認書類を省略できるケース（＝本人であることを確認している場合等）＞

１．国税庁告示の【告示１】では、身元確認書類として「個人番号利用事務等実施者が過去に本人

であることの確認を行った上で個人識別事項を印字した書類であって、本人に対して交付又は送付

したもの（当該書類を使用して当該個人番号利用事務等実施者に対して提出する場合に限る。） 」

を定めています。

２．そのため、次の条件をすべて満たしている場合には、上記１の要件を満たすため、身元確認書類

を添付いただかなくても、マイナンバーの提供を受けられます。

(1) 過去に本人であることの確認を行っている。

(2) 支払先に送付した書類を使用して返送している（ＦＡＸやメールでの返送ではない）

(3) 「マイナンバー提供のお願い」に記載された氏名・住所と、通知カードに記載の氏名・住所が

一致している（「個人識別事項を印字」の要件を満たす）

※次スライドへ続きます。

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認
１．支払先へ「郵送」または「対面で手渡し」した場合
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(2)  返送：郵送の場合（前スライドの続き）

＜ 身元確認書類を省略できるケース（＝本人であることを確認している場合等）＞

１．国税庁告示の【告示１】では、身元確認書類として「個人番号利用事務等実施者が過去に本人

であることの確認を行った上で個人識別事項を印字した書類であって、本人に対して交付又は送付

したもの（当該書類を使用して当該個人番号利用事務等実施者に対して提出する場合に限る。） 」

を定めています。

２．そのため、次の条件をすべて満たしている場合には、上記１の要件を満たすため、身元確認書類

を添付いただかなくても、マイナンバーの提供を受けられます。

(1) 過去に本人であることの確認を行っている。

(2) 支払先に送付した書類を使用して返送する（ＦＡＸやメールでの返送ではない）。

(3) 「マイナンバー提供のお願い」に記載された氏名・住所と、通知カードに記載の氏名・住所が

一致する（「個人識別事項を印字」の要件を満たす）。

※前スライドの続き

→「マイナンバー提供のお願い」は、「身元確認書類の添付をお願いする」内容となっています。

そのため、「過去に本人であることの確認を行っている」支払先に対して「マイナンバー提供の

お願い」を送付する際には、 送付と併せて「上記(2)(3)を満たせば身元確認書類が不要となる」旨

をお伝えする等の運用をご検討ください。

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認
１．支払先へ「郵送」または「対面で手渡し」した場合
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(1)  返送：Ｗｅｂの場合
①番号確認書類：●（必要）

具体例：通知カード又は個人番号カード裏面 【告示9】

②身元確認書類：▲ （原則必要だが、条件付きで省略可）
具体例：運転免許証、パスポート、個人番号カード表面【告示11－3】

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認
２．支払先へメールで（添付ファイルで）送付した場合

＜ 身元確認書類を省略できるケース（＝本人であることを確認している場合）＞

過去に、本人であることを確認している（番号法等で定めるものと同程度）支払先に限り、「マイナン

バー提供のお願い」に記載のＵＲＬへのアクセスにより、身元確認の要件を満たせます 【告示11-4】。

このような支払先は、身元確認書類を添付いただかなくても、マイナンバーの提供を受けられます。

→システムのＷｅｂ入力ページの内容は、「本人であることを確認していない支払先」を前提にしていま

す。そのため、「本人であることを確認している支払先」に対して「マイナンバー提供のお願い」を送

付する際には、送付と併せて「身元確認書類の画像添付が不要である」旨をお伝えする等の運用を、ご

検討ください。
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(2)  返送：郵送の場合
メールで送信した場合、支払先からのマイナンバー提供は、Ｗｅｂ入力になる

と考えられます（郵送での返送は考えにくいと思われます）。

※「マイナンバー提供のお願い」に、｢Ｗｅｂ入力のみ（郵送返送なし）」の
様式はありません。
そのため、「Ｗｅｂ入力・郵送返送」様式をご利用いただき、
送付時のメール本文で補足する等の対応をご検討ください。

Ⅱ  支払先からマイナンバーの提供を受ける際の本人確認
２．支払先へメールで（添付ファイルで）送付した場合

以上


